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職場のハラスメントに関する相談は引き続き増加 
「令和５年度 職場におけるハラスメントに関する相談の状況」 

～ 12 月は「職場のハラスメント撲滅月間」です。 ～ 
 

岐阜労働局（局長 千葉 登志雄）は、岐阜労働局における令和５年度の「職場における

ハラスメントに関する相談の状況」を別紙１のとおりとりまとめました。 

ハラスメントに関する相談は年々増加しており、令和５年度は岐阜労働局管内で 2,559

件と前年度（2,373 件）に引き続き 2,000 件を超え、前年度比で 7.8 パーセントの増加とな

りました。 

また、令和６年度の相談件数は令和６年４月１日から令和６年９月 30 日までの半年間

だけで 1,372 件を数え、前年度の同時期を超える水準となっています。 

厚生労働省では、ハラスメントのない職場づくりを推進するため、年末に向けて業務の

繁忙等により、ハラスメントが発生しやすいと考えられる 12 月を「職場のハラスメント撲

滅月間」と定め、集中的な周知・啓発を実施します（別紙２参照）。 

事業主に求められるハラスメント防止対策の概要等は別紙４をご覧ください。 

令和６年 11 月 28 日（木） 

【照会先】 

岐阜労働局 雇用環境・均等室 

雇用環境改善・均等推進監理官 柴田 美登里 

室長補佐（指導）       辻  健夫 

電話 058-245-1550 

       Press Release 

１ 令和５年度の職場におけるハラスメントに関する相談件数（別紙１） 
 

セクハラ等 ※１ マタハラ・パタハラ等 ※２ パワハラ いじめ・嫌がらせ 計 

226件 134件 1,073件 1,126件 2,559件 

※1 セクハラ、妊娠・出産等ハラスメント、妊娠・出産等不利益 

※2 育休等不利益、育休等ハラスメント、介休等不利益、介休等ハラスメント 

 
 

２ 岐阜労働局の取組 

12 月の「職場のハラスメント撲滅月間」を前に、カスタマーハラスメントをテーマとした事

業主向けセミナーを開催しました（別紙３）。 

【日時・場所】令和６年11月26日（火）13:30～15:30（岐阜市、長良川国際会議場） 

【内容】「令和６年度 新はつらつ職場づくり推進事業 組織と従業員を守る！カスタマーハラスメント対策」 

・講演「弁護士から見たカスハラの実態と対策」（岐阜県弁護士会所属 弁護士 渡辺 俊介 氏） 

【参加者】県内事業所担当者約200人 

 
 

３ 職場におけるハラスメントに関する相談窓口 

・岐阜労働局雇用環境・均等室（TEL 058-245-1550）において相談に対応しています。 

  ・法律に基づき、紛争解決援助等を実施しています。 
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１ハラスメントに関する相談件数の推移
（平成31年度～令和６年度 ）(*)令和６年度は令和６年９月まで

職場における
ハラスメントに関する相談の状況

平成31年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
(*)

令和６年度

＜男女雇用機会均等法＞

セクハラ、妊娠・出産
等ハラスメント、妊
娠・出産等不利益

紛争解決援助 16 3 6 5 1 2

調停 0 ０ 1 0 1 1

＜育児・介護休業法＞

育休等不利益、

育休等ハラスメント

紛争解決援助 0 1 3 1 1 0

調停 ０ ０ 0 0 0 0

＜労働施策総合推進法＞

パワーハラスメント

紛争解決援助 - - 3 9 3 2

調停 - - 2 0 1 4

＜個別労働紛争＞

いじめ・嫌がらせ

助言・指導 21 16 12 4 8 2

あっせん 19 24 18 7 17 3

（件）

２ハラスメントに係る個別労働紛争解決援助等受理件数の推移

（平成31年度～令和６年度）(*)令和６年度は令和６年９月末まで

別紙１
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平成31年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

＜育児・介護休業法＞

マタハラ・
パタハラ等
（育休等不利益、育休等ハ
ラスメント）

＜個別労働紛争＞

いじめ・嫌がらせ

＜男女雇用機会均等法＞

セクシュアルハラ
スメント等
（セクハラ、妊娠・出産等
ハラスメント、妊娠・出産
等不利益）

＜労働施策総合推進法＞

パワハラ

（件）

※パワーハラスメント防止措置（労働施策総合推進法）の施行により、平成31年度まで、
「いじめ・嫌がらせ」に分類されていたものが、令和２年度以降、「パワハラ」に分類され、
相談件数が大幅に増加しています。
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②いわゆるマタハラ（育児・介護休業法関係）

①セクシュアルハラスメント等（男女雇用機会均等法）

３令和５年度ハラスメントに関する相談受理件数（労働者、事業主、その他の計）

ハラスメント関係
の相談

134件

育休不利益 60件

その他の育児関係不
利益 27件

育児休業等
ハラスメント 25件

介休不利益 7件

介護休業等
ハラスメント 15件

ハラスメント関係
の相談

226件

妊娠・出産等を理由
とする不利益取扱い

78件

セクシュアルハラス
メント

125件

妊娠・出産等ハラス
メント

23件

妊娠・出産等を理由

とする不利益取扱い

（78件） 34.5%

セクシュアルハラスメント

（125件） 55.3%

妊娠・出産等

ハラスメント

（23件）

10.2%

226件

育休不利益

（60件）

44.8%

その他の育児関

係不利益

（27件）20.1%

育児ハラスメント

（25件）18.7%

介休不利益

（7件） 5.2%

介護ハラスメント
（15件）11.2%

134件
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別紙２
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ＣＵＳＴＯＭＥＲ
ＨＡＲＡＳＳＭＥＮＴ

主催：岐阜労働局、公益社団法人岐阜県労働基準協会連合会

後援：ぎふ働き方改革推進協議会

特別講演

弁護士から見た
カスハラの実態と対策
講師 岐阜県弁護士会所属 渡辺俊介弁護士

申込締切：令和６年1１月８日（金） 定員になり次第、締め切ります。

くわしくは、裏面をご覧ください。

長良川国際会議場 4階 大会議室（岐阜市長良福光2695番地2）

13:30～15:30

2024年

11月26日（火）

無料
定員200名

組織と従業員を守る！

顧客等からの著しい迷惑行為による職場環境の悪化に悩んでいませんか。
本セミナーでは、弁護士が、カスハラ対応の法的留意点や実際にトラブルが起きた場合の対処法について、
実務的な観点から解説します。
カスハラ対策に取り組み、職場環境をよくすることで、生産性の向上や従業員の離職率低下につながるな
ど前向きな効果が期待できます。

新はつらつ職場づくり推進事業

日時

会場

申込

【略歴】
平成２２年弁護士登録（岐阜県弁護士会）
岐阜県弁護士会民事介入暴力被害者救済センター副委員長
岐阜県弁護士会企業支援プロジェクトチーム委員
第３６回民事介入暴力対策連絡懇話会パネルディスカッション
「不当要求への対応策～カスハラ等を中心に～」パネリスト

カスタマー
ハラスメント対策

企業が行うハラスメント防止対策、
改正育児・介護休業法等
岐阜労働局担当職員

労働局（労働基準関係）・労働基準監督署説明会等受付サイトからお申し込みください。

別紙３
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令和６年度 新はつらつ職場づくり推進事業

組織と従業員を守る！カスタマーハラスメント対策
開催状況

（令和６年11月26日（火）長良川国際会議場）
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別紙４
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令和6年8月8日
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